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平成２４年１１月８日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成２３年(ワ)第１０３４１号 特許権侵害差止等請求事件 

口頭弁論終結日 平成２４年７月２０日 

判      決 

              原   告        有限会社ケイ・ワイ・ティ 

              同訴訟代理人弁護士     三 山 峻 司 

           同               井 上 周 一 

       同            木 村 広 行 

       同            松 田 誠 司 

       同訴訟代理人弁理士    丸 山 敏 之 

       同補佐人弁理士      久 德 高 寛 

              被   告           サンワサプライ株式会社 

       同訴訟代理人弁護士    平 野 和 宏 

       同訴訟代理人弁理士    木 村  厚 

主      文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 原告 

（１）被告は，別紙製品目録記載１ないし３の各製品を販売し，輸入し又は販売

の申出をしてはならない。 

（２）被告は，前項の各製品を廃棄せよ。 

（３）被告は，原告に対し，２２７８万円及びこれに対する平成２３年８月２５
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日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

（４）訴訟費用は被告の負担とする。 

（５）仮執行宣言 

２ 被告 

  主文同旨 

第２ 事案の概要 

１ 前提事実（証拠等の掲記がない事実は当事者間に争いがない。） 

（１）当事者 

 原告は，事務用木製机，会議用テーブル，木製書棚，間仕切，いす，ソファー，

プラスチック並びに革製トレイ，シュレッダーの輸出入及び国内販売等を目

的とする会社である。 

 被告は，コンピューター及びコンピューター附属機器の製造及び販売等を

目的とする会社である。 

（２）原告の有する特許権 

 原告は，以下の特許（以下「本件特許」といい，各請求項に係る発明を併

せて「本件各特許発明」という。また，本件特許に係る出願明細書を「本件

明細書」という。）について，特許権（以下「本件特許権」という。）を有す

る。 

特許番号      ３５５９５０１号 

発明の名称     パソコン等の器具の盗難防止用連結具 

出願日       平成１２年５月１２日 

登録日       平成１６年５月２８日 

特許請求の範囲 

【請求項１】 

 パソコン等の器具の本体ケーシングに開設された盗難防止用のスリットに
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挿入される盗難防止用連結具であって，主プレートと補助プレートとを，ス

リットへの挿入方向に沿って相対的にスライド可能に係合し且つ両プレート

は分離不能に保持され，主プレートは，ベース板と，該ベース板の先端に突

設した差込片と，該差込片の先端に側方へ向けて突設された抜止め片とを具

え，補助プレートは，主プレートに対して，前記主プレートの差込片の突出

設方向に沿ってスライド可能に係合したスライド板と，該スライド板を差込

片の突出方向にスライドさせたときに，差込片と重なり，逆向きにスライド

させたときに，差込片との重なりが外れるように突設された回止め片とを具

え，主プレートと補助プレートには，補助プレートを前進スライドさせ，差

込片と回止め片とを重ねた状態で，互いに対応一致する位置に係止部が形成

されていることを特徴とするパソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

（以下，同請求項に係る発明を「本件特許発明１」という。） 

【請求項２】 

 パソコン等の器具の本体ケーシングに開設された盗難防止用のスリットに

挿入され，固定構造物への連結用ケーブルとパソコン等の器具とを繋ぐ盗難

防止用ケーブルの連結具であって，主プレートと補助プレートとを，スリッ

トへの挿入方向に沿って相対的にスライド可能に係合し且つ両プレートは分

離不能に保持され，主プレートは，ベース板と，該ベース板の先端に突設し

た差込片と，該差込片の先端に側方へ向けて突設された抜止め片とを具え，

補助プレートは，主プレートに対して，前記主プレートの差込片の突出方向

に沿ってスライド可能に係合したスライド板と，該スライド板を差込片の突

出方向にスライドさせたときに，差込片と重なり，逆向きにスライドさせた

ときに，差込片との重なりが外れるように突設された回止め片とを具え，主

プレートと補助プレートには，補助プレートを前進スライドさせ，差込片と

回止め片とを重ねた状態で，互いに対応一致する位置に係止部が形成されて
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おり，該係止部にケーブルを取り付け，又は錠を用いてケーブルを連結する

ことを特徴とするパソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

（以下，同請求項に係る発明を「本件特許発明２」という。） 

【請求項５】 

 係止部は，差込片と回止め片とを重ねた状態のときに一致して貫通するよ

うにベース板とスライド板に開設された孔であり，該孔に錠又はケーブルを

通すことによって，主プレートと補助プレートとの相対的なスライドを妨げ

て固定される請求項１乃至請求項４の何れかに記載のパソコン等の器具の盗

難防止用連結具。 

（以下，同請求項に係る発明を「本件特許発明５」という。） 

（３）構成要件の分説 

 本件各特許発明は，以下のとおり分説することができる。 

   ア 本件特許発明１ 

Ａ パソコン等の器具の本体ケーシングに開設された盗難防止用のス

リットに挿入される盗難防止用連結具であって， 

Ｂ 主プレートと補助プレートとを，スリットへの挿入方向に沿って相対

的にスライド可能に係合し且つ両プレートは分離不能に保持され， 

Ｃ 主プレートは，ベース板と，該ベース板の先端に突設した差込片と，

該差込片の先端に側方へ向けて突設された抜止め片とを具え， 

Ｄ 補助プレートは，主プレートに対して，前記主プレートの差込片の突

出設方向に沿ってスライド可能に係合したスライド板と，該スライド板

を差込片の突出方向にスライドさせたときに，差込片と重なり，逆向き

にスライドさせたときに，差込片との重なりが外れるように突設された

回止め片とを具え， 

Ｅ 主プレートと補助プレートには，補助プレートを前進スライドさせ，
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差込片と回止め片とを重ねた状態で，互いに対応一致する位置に係止部

が形成されていることを特徴とする 

Ｆ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

   イ 本件特許発明２ 

Ｇ パソコン等の器具の本体ケーシングに開設された盗難防止用のス

リットに挿入され，固定構造物への連結用ケーブルとパソコン等の器具

とを繋ぐ盗難防止用ケーブルの連結具であって， 

Ｈ 主プレートと補助プレートとを，スリットへの挿入方向に沿って相対

的にスライド可能に係合し且つ両プレートは分離不能に保持され， 

Ｉ 主プレートは，ベース板と，該ベース板の先端に突設した差込片と，

該差込片の先端に側方へ向けて突設された抜止め片とを具え， 

Ｊ 補助プレートは，主プレートに対して，前記主プレートの差込片の突

出方向に沿ってスライド可能に係合したスライド板と，該スライド板を

差込片の突出方向にスライドさせたときに，差込片と重なり，逆向きに

スライドさせたときに，差込片との重なりが外れるように突設された回

止め片とを具え， 

Ｋ 主プレートと補助プレートには，補助プレートを前進スライドさせ，

差込片と回止め片とを重ねた状態で，互いに対応一致する位置に係止部

が形成されており，該係止部にケーブルを取り付け，又は錠を用いて

ケーブルを連結することを特徴とする 

Ｌ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

   ウ 本件特許発明５ 

Ｍ 係止部は，差込片と回止め片とを重ねた状態のときに一致して貫通す

るようにベース板とスライド板に開設された孔であり， 

Ｎ 該孔に錠又はケーブルを通すことによって，主プレートと補助プレー
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トとの相対的なスライドを妨げて固定される 

Ｏ 請求項１乃至請求項４の何れかに記載のパソコン等の器具の盗難防

止用連結具。 

（４）本件特許に係る訂正請求 

    原告は，特許無効審判（無効２０１１－８００２５３）において，平成２

４年３月８日，以下の内容で本件特許に係る訂正請求（以下「本件訂正」と

いい，訂正後の発明を併せて「本件各訂正発明」という。）をした（甲１３の

１・２）。 

   ア 本件特許発明１に係る訂正（訂正後の発明を「本件訂正発明１」という。） 

 「差込片の突出設方向」とあるのを，「差込片の突出方向」と訂正する。 

 「差込片と重なり，」とあるのを，「差込片を挟んで重なり，」と訂正する。 

 「突設された回止め片」とあるのを「スライド板の先端に突設された一

対の回止め片」と訂正する。 

   イ 本件特許発明２に係る訂正（訂正後の発明を「本件訂正発明２」という。） 

 「スライド板と，」とあるのを，「コ字状のスライド板と，」と訂正する。 

 「差込片と重なり，」とあるのを，「差込片を挟んで重なり，」と訂正する。 

 「突設された回止め片」とあるのを「スライド板の先端に突設された一

対の回止め片」と訂正する。 

   ウ 本件特許発明５に係る訂正（訂正後の発明を「本件訂正発明５」という。） 

 「係止部は，」とあるのを，「スライド板はコ字状であって，主プレート

がスライド可能に嵌まる凹部空間を形成し，係止部は，」と訂正する。 

   エ 本件明細書の記載に係る訂正 

 段落【００１８】に「その儘。」とあるのを「その儘，」と訂正する。 

（５）被告の行為 

 被告は，遅くとも，平成２０年６月ころから別紙製品目録記載１の製品（以
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下「被告製品１」という。）を，平成２２年１月ころから別紙製品目録記載２

及び３の各製品（以下，それぞれ「被告製品２」及び「被告製品３」といい，

これらを併せて「被告各製品」という。）を，それぞれ業として輸入し，販売

している。 

（６）被告各製品の構成 

 被告各製品の構成は，別紙被告各製品説明書記載のとおりである。 

 被告各製品の構成を，本件各特許発明の構成要件に対応して表現すると，

次のとおりである（弁論の全趣旨）。 

ア 被告各製品の構成を，本件特許発明１の構成に対応して表現すると次の

とおりである。 

ａ パソコンの本体ケーシング(84’)に開設された盗難防止用のスリット

(82')に挿入される盗難防止用連結具であって，  

ｂ 主プレート(20’)と補助部材(40’)とを，後記差込片(24’)と後記突起部

(44’)の重なりが生じている間，該スリット(82’)への挿入方向と近い距

離を保って離れずにいる方向に，ずらすことができるように係合し且

つ両プレート(20’)(40’)は分離不能に保持され， 

ｃ 主プレート(20’)は，ベース板(22’)と，ベース板(22’)のうち前記盗難

防止用連結具をスリットに挿入する際にスリット(82)に近くなる方の

側に突設した差込片(24’)と，該差込片(24’)の先端に側方へ向けて突設

された抜止め片(26’)とを具え， 

ｄ 補助部材(40’)は，主プレート(20’)に対して，前記主プレート(20’)の

差込片(24’)と補助部材(40’)に突設された突起部(44’)の重なりが生じて

いる間，差込片(24’)の突出方向と近い距離を保って離れずにいる方向

に，ずらすことができるように係合した回動板(42’)と，該回動板(42’)

を差込片(24’)の突出方向にスライドさせたときに，差込片(24’)と重な

り，逆向きにスライドさせたときに，差込片(24’)との重なりが外れる

ように突設された突起部(44’)とを具え， 
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ｅ 主プレート(20’)と補助部材(40’)には，差込片(24’)と突起部(44’)の重

なりが生じている間，補助部材(40’)を，スリット(82’)への挿入方向と

近い距離を保って離れずにいる方向にずらし，差込片(24’)と突起部(4

4’)とを重ねた状態で，互いに対応一致する係止部(28’)(48’)が形成され

ている 

ｆ パソコンの盗難防止用連結具。 

イ 被告各製品の構成を，本件特許発明２の構成に対応して表現すると次

のとおりである。  

ｇ  パソコン(80’)等の器具の本体ケーシング(84’)に開設された盗難防止用

のスリット(82’)に挿入され，固定構造物(88’)への連結用ケーブル(72’)と

パソコン(80’)等の器具とを繋ぐ盗難防止用ケーブルの連結具であって， 

ｈ 主プレート(20’)と補助部材(40’)とを，後記差込片(24’)と後記突起部

(44’)の重なりが生じている間，該スリット(82’)への挿入方向と近い距離

を保って離れずにいる方向に，ずらすことができるように係合し且つ両

プレート(20’)(40’)は分離不能に保持され， 

ｉ  主プレート(20’)は，ベース板(22’)と，ベース板(22’)のうち前記盗難防

止用連結具をスリットに挿入する際にスリット(82)に近くなる方の側に

突設した差込片(24’)と，該差込片(24’)の先端に側方へ向けて突設された

抜止め片(26’)とを具え， 

ｊ  補助部材(40’)は，主プレート(20’)に対して，前記主プレート(20’)の差

込片(24’)と補助部材(40’)に突設された突起部(44’)の重なりが生じている

間，差込片(24’)の突出方向と近い距離を保って離れずにいる方向に，ず

らすことができるように係合した回動板(42’)と，該回動板(42’)を差込片

(24’)の突出方向にスライドさせたときに，差込片(24’)と重なり，逆向き

にスライドさせたときに，差込片(24’)との重なりが外れるように突設さ

れた突起部(44’)とを具え，  
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ｋ 主プレート(20’)と補助部材(40’)には，差込片(24’)と突起部(44’)の重な

りが生じている間，補助部材(40’)を，スリット(82’)への挿入方向と近い

距離を保って離れずにいる方向にずらし，差込片(24’)と突起部(44’)とを

重ねた状態で，互いに対応一致する係止部(28’)(48’)が形成されており，

該係止部(28’)(48’)にケーブル(72’)を取り付け，又は錠(70’)を用いてケー

ブル(72’)を連結することを特徴とする 

ｌ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

ウ 被告各製品の構成を，本件特許発明５の構成に対応して表現すると次

のとおりである。 

ｍ 係止部(28’)(48’)は，差込片(24’)と突起部(44’)とを重ねた状態のときに

一致して貫通するようにベース板 (22’)と回動板 (42’)に開設された孔

(36’)(56’)であり， 

ｎ 該孔(36’)(56’)に錠(70’)又はケーブル(72’)を通すことによって，主プ

レート(20’)と補助部材(40’)とは，スリット(82’)への挿入方向と近い距離

を保って離れずにいる方向にずれることを妨げて固定される 

ｏ 前記構成ａ～ｆ又は構成ｇ～ｌを備えるパソコン等の器具の盗難防

止用連結具。 

２ 原告の請求 

原告は，被告に対し，本件特許権に基づき，被告各製品の販売等の差止め及

び廃棄を，不法行為に基づき，２２７８万円の損害賠償及びこれに対する平成

２３年８月２５日（本件訴状送達の日の翌日）から支払済みまで民法所定の年

５分の割合による遅延損害金の支払を求めている。 

３ 争点 

（１）被告各製品が本件特許発明１の技術的範囲に属するか 

ア 構成要件Ｂの充足性                 （争点１－１） 
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イ 構成要件Ｃの充足性                 （争点１－２） 

ウ 構成要件Ｄの充足性                 （争点１－３） 

エ 構成要件Ｅの充足性                 （争点１－４） 

（２）被告各製品が本件特許発明２の技術的範囲に属するか 

ア 構成要件Ｈの充足性                 （争点２－１） 

イ 構成要件Ｉの充足性                 （争点２－２） 

ウ 構成要件Ｊの充足性                 （争点２－３） 

エ 構成要件Ｋの充足性                 （争点２－４） 

（３）被告各製品が本件特許発明５の技術的範囲に属するか     （争点３） 

（４）本件特許は，特許無効審判により無効にされるべきものであるか 

ア 本件各特許発明は，出願日前の他の特許出願である国際公開公報ＷＯ０

１/７１１３２（以下「乙８公報」という。）に記載された発明（以下「乙

８発明」という。）と同一であるか（特許法２９条の２）  （争点４－１） 

イ 本件各特許発明は，当業者が，出願前に頒布された特表平１０－５１３

５１６号公報（以下「乙１３公報」という）に記載された発明（以下「乙

１３発明」という。）に基づいて容易に発明することができたものであるか 

                           （争点４－２） 

ウ 本件特許には明確性要件違反があるか         （争点４－３） 

エ 本件特許にはサポート要件違反又は実施可能要件違反があるか 

                            （争点４－４） 

（５）訂正の再抗弁（本件訂正により，争点４－１及び４－２の無効理由が解消

されるか。）                         （争点５） 

（６）本件各訂正発明は，当業者が，出願前に頒布された米国特許公報第６０３

８８９１号（以下「乙１５公報」という。）に記載された発明（以下「乙１５

発明」という。）に基づいて容易に発明することができたものであるか 
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                              （争点６） 

（７）損害額                          （争点７） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１ 争点１－１（構成要件Ｂの充足性）について 

 【原告の主張】 

   以下のとおり，被告各製品は，構成要件Ｂを充足する。 

（１）構成要件Ｂの意義 

ア 「スリットへの挿入方向に沿って相対的にスライド可能に係合」の意義 

（ア） 一般的意義 

 一般に，「沿う」とは，「線条的なもの，また線条的に移動するものに，

近い距離を保って離れずにいる」ことをいうから，「スリットへの挿入方

向に沿って」とは，「スリットへの挿入方向と近い距離を保って離れずに

いる方向に」ということをいう。 

 また，一般に，「スライド」とは，「滑ること，滑らすこと，ずらすこ

と」などを意味するから，「スライド可能に係合」とは，ずらすことがで

きるように係合されていることをいう。 

 さらに，「スライド可能に係合」という構成は，回止め片をスリットに

押し込んで（挿入して），差込片と重ねるための構成であり，回止め片と

差込片の重なりが生じている場面に限って技術的意義を有するものであ

る。 

 そうすると，「スリットへの挿入方向に沿って相対的にスライド可能に

係合」とは，「差込片と回止め片の重なりが生じている間，スリットへの

挿入方向と近い距離を保って離れずにいる方向に，ずらすことができる

ように係合」することをいうものと解すべきである。 

（イ） 当業者が適宜採用しうる構成を含むこと等 
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 本件明細書において，「スライド可能」の具体的な構成については特に

限定がないから，公知技術等，当業者が適宜採用しうるあらゆる構成が

含まれるものである。 

 複数の部材を「スライド可能に係合」する手段として，複数の部材を

ピン等で係合する構成は，技術分野を問わない慣用手段の一つであり，

自明な構成である。 

 本件明細書に記載された実施例は，補助プレートのピン孔に，主プレー

トの長孔を貫通したスプリングピンを嵌めるという構成を２組備えるも

のである。これを１組にするだけで，「主プレートと補助プレートとの係

合手段として，補助プレートが主プレートに対してピンを中心とした円

の円弧方向に移動する構成」に至る。 

 したがって，当業者が，複数の部材を「スライド可能に係合」する手

段として，複数の部材を１点においてピンないしヒンジ等で係合する構

成を採用することに，格別の困難はない。 

（ウ） 後記被告の主張(１)ア(ウ)に対する反論 

 原告は，平成１６年３月１５日付け意見書において，「スリットへの挿

入方向を軸として相対的に回転可能な構成」について「相対的に回転可

能な構成」と表現し，これと本件特許発明の構成が異なる旨述べたにす

ぎない。 

 「主プレートと補助プレートとの係合手段として，補助プレートが主

プレートに対してピンを中心とした円の円弧方向に移動する構成」につ

いて，本件特許発明の技術的範囲から除外したものではない。 

イ 「分離不能に保持」の意義 

     「分離不能に保持」とは，主プレートと補助プレートを離脱不能にする

構成を広く含むものであり，公知技術等，当業者が適宜採用しうるあらゆ
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る構成が含まれる。 

主プレートと補助プレートを１つのピンで分離不能に係合する構成は，

周知慣用手段である。 

（２）被告各製品の構成及び構成要件Ｂの充足 

ア 被告各製品の「主プレート(20’)」及び「補助プレート(40’)」は，本件特

許発明１の「主プレート(20)」及び「補助プレート(40)」に，それぞれ相

当する。 

イ 被告各製品の主プレートと補助プレートは，「差込片と突起部の重なり

が生じている間，該スリットへの挿入方向と近い距離を保って離れずにい

る方向に，ずらすことができるように係合」しており，スリットへの挿入

方向に沿って相対的にスライド可能に係合するものである。 

ウ 被告各製品は，補助プレートが主プレートに対してピンを中心とした円

の円弧方向に移動する構成であり，「分離不能に保持」されたものである。 

  【被告の主張】 

   以下のとおり，被告各製品は，構成要件Ｂを充足しない。 

（１）構成要件Ｂの意義 

ア 「スリットへの挿入方向に沿って相対的にスライド可能に係合」の意義 

（ア） いわゆる機能的クレームであること 

 上記構成は，いわゆる機能的クレームであるから，本件明細書等に開

示された具体的な構成に示されている技術的思想に基づいて技術的範囲

を確定すべきである。本件明細書等に記載された実施例に限定されない

としても，本件明細書等の記載から当業者が容易に実施できる発明でな

ければ，技術的範囲には含まれない。 

（イ） 本件明細書の記載等 

 本件明細書には，実施例として，補助プレートが主プレートに対しス
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リットの挿入方向と終始平行な直線方向にスライドする構造の連結具が

開示されているのみであり，それ以外にスライド可能に係合する具体的

な解決手段・構成は開示されていない。 

 また，「沿って」という単語の一般的な意味からしても，挿入方向と終

始平行な直線方向をいうものである。 

 主プレートと補助プレートとの係合手段として，補助プレートが主プ

レートに対してピンを中心とした円の円弧方向に移動する構成を採用す

るためには，両プレートの係合構造を本件明細書に記載された実施例と

全く別の構造にしなければならず，当業者が容易に実施することができ

るものではない。 

（ウ） 意識的除外 

 原告は，平成１５年１２月１２日付けで拒絶理由通知を受けたことか

ら，平成１６年３月１５日付けで手続補正をし，構成要件Ｅに「補助プ

レートを前進スライドさせ」る構成を追加した。 

 原告は，同日付けで意見書を提出しており，同意見書には，「引用例２

のロック手段(12)は，第１ストッパ部材(17)と第２ストッパ部材(18)が

『相対的に回転可能』な構成であり，これらを一列にした状態で小孔(10)

に挿入した後，キー(15)と連動する第１ストッパ部材(17)を９０°回転さ

せて，ロックを行う構成です。引用例２のロック手段(12)は，第１ストッ

パ部材(17)と第２ストッパ部材(18)を相対的に回転させる構成であるの

に対し，本発明の盗難防止用連結具(10)は，主プレート(20)と補助プレー

ト(40)がスライド可能である点が相違します。」という記載がある。 

 上記記載によれば，主プレートと補助プレートとの係合手段として，

補助プレートが主プレートに対してピンを中心とした円の円弧方向に移

動する構成は，除外されている。 
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   イ 「分離不能に保持」の意義 

（ア） いわゆる機能的クレームであること 

 「分離不能に保持」という構成も，いわゆる機能的クレームであるか

ら，前記ア(ア)と同様に，本件明細書等に開示された具体的な構成に示

されている技術的思想に基づいて技術的範囲を確定すべきである。 

（イ） 本件明細書の記載等 

 前記ア(イ)のとおり，主プレートと補助プレートとの係合手段として，

補助プレートが主プレートに対してピンを中心とした円の円弧方向に移

動する構成は，本件特許発明１の技術的範囲には含まれない。 

（ウ） 手続補正の経過（意識的除外） 

 原告は，平成１６年３月１５日付けで手続補正をし，「分離不能に保持」

という構成を追加した。 

 原告は，同日付けで意見書を提出し，同意見書には，「この補正は，本

件当初明細書等の【００２１】や図２等に基づくものであり，新規事項

の追加ではありません。」という記載がある。 

 そして，本件明細書の【００２１】や図２等には，補助プレートが主

プレートに対し直線方向にスライドする構造の連結具が開示されている

だけであるから，「分離不能に保持」には，主プレートと補助プレートと

の係合手段として，補助プレートが主プレートに対してピンを中心とし

た円の円弧方向に移動する構成は含まれない。 

（２）被告各製品の構成及び構成要件Ｂの非充足 

    被告各製品は，主プレートと短辺方向の断面形状がコ字状の補助部材とを，

ピンによって一端で枢止し，これにより，パソコンのスリットへ向けて，ピ

ンを中心とした円の円弧方向に，前記補助部材が回転移動する構成のもので

ある。 
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    したがって，構成要件Ｂを充足するものではない。 

２ 争点１－２（構成要件Ｃの充足性）について 

【原告の主張】 

   以下のとおり，被告各製品は，構成要件Ｃを充足する。 

（１）「ベース板の先端に突設した差込片」の意義 

 「ベース板の先端」とは，ベース板のうち，連結具をスリットに挿入する

際にスリットに近くなる方の側をいうものである。 

（２）被告各製品の構成及び構成要件Ｃの充足 

ア 被告各製品の「ベース板(22’)」は本件特許発明１の「ベース板(22)」に，

被告各製品の「差込片(24’)」は本件特許発明１の「差込片(24)」に，被告

各製品の「抜止め片(26’)」は本件特許発明１の「抜止め片(26)」に，それ

ぞれ相当する。 

イ 被告各製品の差込片は，ベース板のうち被告各製品をスリットに挿入す

る際にスリットに近くなる方の側に突設されているから，構成要件Ｃを充

足する。 

  【被告の主張】 

   以下のとおり，被告各製品は，構成要件Ｃを充足しない。 

（１）「ベース板の先端に突設した差込片」の意義 

 本件明細書の図２等には，差込片がベース板の短辺部に設けられているも

のが記載されており，他に「ベース板の先端」に関する記載はない。 

 したがって，「ベース板の先端に突設した差込片」という構成は，差込片が

ベース板の短辺部に設けられているものに限られる。  

（２）被告各製品の構成及び構成要件Ｃの非充足 

 被告各製品の差込片は，ベース板の長辺部に突設されているから，構成要

件Ｃを充足しない。 
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３ 争点１－３（構成要件Ｄの充足性）について 

【原告の主張】 

 以下のとおり，被告各製品は，構成要件Ｄを充足する。 

（１）「差込片の突出設方向に沿ってスライド可能」の意義 

    構成要件Ｂ（前記１【原告の主張】(１)）と同様に，上記構成は，「差込片

と回止め片の重なりが生じている間，差込片の突出設方向と近い距離を保っ

て離れずにいる方向に，ずらすことができる」ことをいうものである。 

（２）被告各製品の構成及び構成要件Ｄの充足性 

 被告各製品の「スライド板(42')」は本件特許発明１の「スライド板(42)」

に，被告各製品の「回止め片(44')」は本件特許発明１の「回止め片(44)」に，

それぞれ相当する。 

 したがって，前記１【原告の主張】(２)と同様に，構成要件Ｄを充足する。 

【被告の主張】 

 以下のとおり，被告各製品は，構成要件Ｄを充足しない。 

（１）「スライド」の意義 

    構成要件Ｂ（前記１【被告の主張】(１)）と同様に，構成要件Ｄにおける

「スライド」の意義も，補助部材が主プレートの差込片の突出方向と終始平

行な直線方向にスライドすることをいう。 

（２）被告各製品の構成及び構成要件Ｄの非充足 

    前記１【被告の主張】(２)と同様に，被告各製品の補助部材は，ピンを中

心とした円の円弧方向に回転移動するものであるから，構成要件Ｄを充足し

ない。 

４ 争点１－４（構成要件Ｅの充足性）について 

【原告の主張】 

 以下のとおり，被告各製品は，構成要件Ｅを充足する。 
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（１）「前進スライド」の意義 

    主プレートと補助プレートは，「スリットへの挿入方向に沿って相対的にス

ライド可能に係合」しているから，「補助プレートを前進スライドさせ」とは，

補助プレートを「スリットへの挿入方向に沿って相対的にスライド」させる

ことをいう。 

    よって，前記１【原告の主張】(１)と同様に，上記構成も，「差込片と回止

め片の重なりが生じている間，補助プレートを，スリットへの挿入方向と近

い距離を保って離れずにいる方向に，ずらす」ことをいうものである。 

（２）被告各製品の構成及び構成要件Ｅの充足 

 被告各製品の「係止部(28')(48')」は，本件特許発明１の「係止部(28)(48)」

に相当する。 

 したがって，前記１【原告の主張】(２)と同様に，構成要件Ｅを充足する。 

【被告の主張】 

 以下のとおり，被告各製品は，構成要件Ｅを充足しない。 

（１）「前進スライド」の意義 

    構成要件Ｂ（前記１【被告の主張】(１)）と同様に，構成要件Ｄにおける

「スライド」の意義も，補助部材が主プレートの差込片の突出方向と終始平

行な直線方向にスライドすることをいう。 

（２）被告各製品の構成及び構成要件Ｅの非充足 

    前記１【被告の主張】(２)と同様に，被告各製品の補助部材は，ピンを中

心とした円の円弧方向に回転移動するものであるから，構成要件Ｅを充足し

ない。 

５ 争点２－１（構成要件Ｈの充足性）について 

【原告の主張】 

 前記１【原告の主張】と同様である。 
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【被告の主張】 

 前記１【被告の主張】と同様である。 

６ 争点２－２（構成要件Ｉの充足性）について 

【原告の主張】 

 前記２【原告の主張】と同様である。 

【被告の主張】 

 前記２【被告の主張】と同様である。 

７ 争点２－３（構成要件Ｊの充足性）について 

【原告の主張】 

 前記３【原告の主張】と同様である。 

【被告の主張】 

 前記３【被告の主張】と同様である。 

８ 争点２－４（構成要件Ｋの充足性）について 

【原告の主張】 

 前記４【原告の主張】と同様である。 

【被告の主張】 

  前記４【被告の主張】と同様である。 

９ 争点３（被告各製品が本件特許発明５の技術的範囲に属するか）について 

【原告の主張】 

  以下のとおり，被告各製品は，本件特許発明５の技術的範囲に属するもので

ある。 

（１）構成要件Ｍ及びＮの充足 

 被告各製品の「孔(36’)」は本件特許発明５の「孔(36)」に，被告各製品の

「孔(56’)」は本件特許発明５の「孔(56’)」に，それぞれ相当する。 

 前記１【原告の主張】(１)及び前記５【原告の主張】と同様に，「スライド」
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とは，「差込片と回止め片の重なりが生じている間，補助プレートを，スリッ

トへの挿入方向と近い距離を保って離れずにいる方向に，ずらす」ことをい

い，被告各製品は，この構成を充足するものである。 

（２）構成要件Ｏの充足 

    前記のとおり，被告各製品は，本件特許発明１及び２の技術的範囲に属す

るものである。 

【被告の主張】 

 以下のとおり，被告各製品は，本件特許発明５の技術的範囲に属するもので

はない。 

（１）構成要件Ｍ及びＮの非充足 

 前記１【被告の主張】(１)及び前記５【被告の主張】と同様に，「スライド」

とは，「主プレートの差込片の突出方向と終始平行な直線方向にスライドす

る」ことをいうところ，被告各製品は，補助部材が主プレートに対してピン

を中心とした円弧方向に移動するものであるから，これらを充足しない。 

（２）構成要件Ｏの非充足 

 前記１ないし８のとおり，被告各製品は，本件特許発明１又は２の技術的

範囲に属するものではない。 

10 争点４－１（本件各特許発明は，乙８発明と同一であるか）について 

【被告の主張】 

  以下のとおり，本件各特許発明は，乙８発明と同一である。 

（１）乙８発明 

    乙８公報には，以下の発明が記載されている。 

   ア 乙８－１発明 

Ａ パソコン等の器具の外側壁に開設された盗難防止用のスロット内に

挿入される盗難防止用連結具であって， 
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Ｂ 主部材と補助部材とを，スロットへの挿入方向に沿って相対的にスラ

イド可能に係合し且つ両部材はリベットにより結合され， 

Ｃ 主部材は，第１部材と，第１部材の底辺から突設した差込片と，差込

片の先端に側方に向けて突設された抜け止め片とを具え， 

Ｄ 補助部材は，主部材に対して，主部材の差込片の突出方向に沿ってス

ライド可能に係合した第２部材と，第２部材を差込片の突出方向にスラ

イドさせたときに，差込片と重なり，逆向きにスライドさせたときに，

差込片との重なりが外れるように突設されたピンとを具え， 

Ｅ 主部材と補助部材には，補助部材を前進スライドさせ，差込片とピン

とを重ねた状態で，互いに対応一致する位置に，２つの係止部が形成さ

れている 

Ｆ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

   イ 乙８－２発明 

Ｇ パソコン等の器具の外側壁に開設された盗難防止用のスロット内に

挿入され，固定構造物への連結用のケーブルとパソコン等の器具とを繋

ぐ盗難防止用ケーブルの連結具であって， 

Ｈ 主部材と補助部材とを，スロットへの挿入方向に沿って相対的にスラ

イド可能に係合し且つ両部材はリベットにより結合され， 

Ｉ 主部材は第１部材と，第１部材の底辺から突設した差込片と，差込片

の先端に側方に向けて突設された抜け止め片とを具え， 

Ｊ 補助部材は，主部材に対して，主部材の差込片の突出方向に沿ってス

ライド可能に係合した第２部材と，第２部材を差込片の突出方向にスラ

イドさせたときに，差込片と重なり，逆向きにスライドさせたときに，

差込片との重なりが外れるように突設されたピンとを具え， 

Ｋ 主部材と補助部材には，補助部材を前進スライドさせ，差込片とピン
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とを重ねた状態で，互いに対応一致する位置に２つの係止部が形成され

ており，同係止部にケーブルを取り付ける 

Ｌ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

   ウ 乙８－５発明 

Ｍ ２つの係止部は，差込片とピンとを重ねた状態のときに一致して貫通

するように第１部材と第２部材に開設された２つの孔であり， 

Ｎ 同孔にケーブルを通すことによって，主部材と補助部材との相対的な

スライドを妨げて固定される 

Ｏ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

（２）乙８発明と本件各特許発明との対比 

ア 乙８－１発明と本件特許発明１との対比 

  乙８－１発明の構成と本件特許発明１の各構成要件は，いずれも共通で

あり，相違点はない。 

イ 乙８－２発明と本件特許発明２との対比 

乙８－２発明の構成と本件特許発明２の各構成要件は，いずれも共通で

あり，相違点はない。 

ウ 乙８－５発明と本件特許発明５との対比 

乙８－５発明の構成と本件特許発明５の各構成要件は，いずれも共通で

あり，相違点はない。 

   エ 後記【原告の主張】に対する反論 

     乙８公報の図１等には，Ｌ字状の第１部材と第２部材が記載されている

ものの，これらは好ましい実施形態の図示にすぎず，第１部材と第２部材

の形状はＬ字状に限定されない。 

     また，Ｌ字状でも板状部材であり，「プレート」であることには変わりが

ない。 
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【原告の主張】 

本件特許発明１の構成要件Ｂ，本件特許発明２の構成要件Ｈ及び本件特許発

明５の構成要件Ｎの「主プレート」と「補助プレート」は，「プレート」，すな

わち基本形状が平板状である。 

 乙８発明の「主部材」と「補助部材」は，第１面と第２面とが直角に折曲さ

れた部材であるから，「プレート」に相当しない。 

 したがって，本件各特許発明は，乙８発明と同一のものではない。 

11 争点４－２（本件各特許発明は，当業者が，乙１３発明に基づいて容易に発

明することができたものである）について 

  【被告の主張】 

以下のとおり，本件各特許発明は，乙１３発明に基づいて容易に発明するこ

とができたものである。 

（１）乙１３発明 

    乙１３公報には，以下の発明（乙１３発明）が記載されている。 

   ア 乙１３－１発明 

Ａ パソコン等の器具の壁に開設された盗難防止用のスロット内に挿入

される盗難防止用連結具であって， 

Ｂ 固定心棒とロック心棒とを，スロットへの挿入方向に沿って相対的に

スライド可能に係合し， 

Ｃ 固定心棒は，本体部と，本体部の先端に突設した首部と，首部の先端

に側方に向けて突設された頭部とを具え， 

Ｄ ロック心棒は，固定心棒に対して，固定心棒の首部の突出方向に沿っ

てスライド可能に係合した本体部と，本体部を首部の突出方向にスライ

ドさせたときに，首部と重なり，逆向きにスライドさせたときに，首部

との重なりが外れるように突設されたロックピンとを具え， 
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Ｅ 固定心棒とロック心棒には，ロック心棒を前進スライドさせ，首部と

ロックピンとを重ねた状態で，互いに対応一致する位置に係止部が形成

されている 

Ｆ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

   イ 乙１３－２発明 

Ｇ パソコン等の器具の壁に開設された盗難防止用のスロット内に挿入

され，固定構造物への連結用のケーブルとパソコン等の器具とを繋ぐ盗

難防止用ケーブルの連結具であって， 

Ｈ 固定心棒とロック心棒とを，スロットへの挿入方向に沿って相対的に

スライド可能に係合し 

Ｉ 固定心棒は，本体部と，本体部の先端に突設した首部と，首部の先端

に側方に向けて突設された頭部とを具え， 

Ｊ ロック心棒は，固定心棒に対して，固定心棒の首部の突出方向に沿っ

てスライド可能に係合した本体部と，本体部を首部の突出方向にスライ

ドさせたときに，首部と重なり，逆向きにスライドさせたときに，首部

との重なりが外れるように突設されたロックピンとを具え， 

Ｋ 固定心棒とロック心棒には，ロック心棒を前進スライドさせ，首部と

ロックピンとを重ねた状態で，互いに対応一致する位置に係止部が形成

されており，係止部にケーブルを取り付ける 

Ｌ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

   ウ 乙１３－５発明 

Ｍ 係止部は，首部とロックピンとを重ねた状態のときに一致して貫通す

るように本体部と本体部に開設された孔であり， 

Ｎ 孔にケーブルを通すことによって，固定心棒とロック心棒との相対的

なスライドを妨げて固定される 
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Ｏ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

（２）周知慣用技術及び特表平１０－５０８９１７号公報（以下「乙１４公報」

という。）に記載された発明（以下「乙１４発明」という。） 

ア 周知慣用技術 

  盗難防止用の連結具に限らず，分離を目的としていない別個独立の部品

で構成された器具等において，取扱性の向上，分解防止，紛失防止等は，

自明の課題である。この課題を解決するために，部品同士を結合し，分離

不能に保持することは，器具等の構成を考える場合の通常の設計方法であ

り，周知慣用技術である。 

  ２部材を「スライド可能」に係合しつつ，「分離不能に保持」する構成も，

周知慣用技術である。 

イ 乙１４発明 

（ア） 乙１４発明が本件各特許発明及び乙１３発明と同種の発明であること 

 乙１４公報に記載された発明（乙１４発明）は，以下の点で，本件特

許発明１及び乙１３発明と共通のものである。 

  ① パソコン等の外壁の溝（スリット）に挿入される盗難防止用の連結

具である。 

  ② ハウジングの開口とスピンドルの開口を一致させ，これらの開口に

ケーブルを通す構成である。 

  ③ Ｔ字形を構成するシャフト及び交差部材（差込片）とピン（回止片）

を用いてロック状態を実現する構成である。 

したがって，乙１４発明は，本件特許発明１と乙１３発明と，用途，

使用態様及びロック機構の主要原理の点において共通する同種の連結

具である。 

（イ） 乙１４発明が主要な部材を分離不能に保持するものであること 
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 乙１４発明のハウジングとスピンドルとは，ピンにより分離不能に保

持されている。 

（３）乙１３発明と本件各特許発明との対比 

本件特許発明１の構成要件Ｂ及び本件特許発明２の構成要件Ｈでは，「両プ

レートは分離不能に保持」されているのに対し，乙１３－１発明の構成Ｂ及

び乙１３－２発明の構成Ｈでは，固定心棒とロック心棒が「分離不能に保持」

されていない点において相違する。 

本件特許発明５は，本件特許発明１及び２の従属項であるから，本件特許

発明５と乙１３－５発明との相違点も上記の点である。 

乙１３発明と本件各特許発明は，他の構成の点において共通である。 

（４）容易想到性 

ア 上記(３)の相違点に係る乙１３発明の構成に，周知慣用技術を適用する

ことは容易であること 

 乙１３発明の固定心棒とロック心棒は，互いに分離した別個独立の部品

であるが，スロットへの挿入時には，両部品はスライド可能に係合され，

一体として使用される。 

 したがって，スロットへ挿入しない不使用時にも，両部品が一体のもの，

すなわち「分離不能に保持」されていれば，使用時に両部品を係合させる

手間が省けて取扱いが容易になるとともに，一方の部品の紛失防止を図る

ことができるのは，容易に予測できる。また，固定心棒とロック心棒とを

分離不能に保持することについて阻害要因もない。 

 そうすると，乙１３発明において，固定心棒とロック心棒とを分離不能

に保持することは，自明な課題を解決するために，周知慣用技術を適用す

ることによって，当業者が容易に想到することができたものである。 

イ 上記(３)の相違点に係る乙１３発明の構成に，乙１４発明の構成を適用
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することは容易であること 

  前記(２)アのとおり，分離を目的としていない別個独立の部品で構成さ

れた器具等において，取扱性の向上，分解防止，紛失防止等は，自明の課

題である。 

  また，乙１３発明と乙１４発明は，用途，使用態様及びロック機構の主

要原理が共通する同種の連結具である。 

  そうすると，当業者が，乙１４発明において主要部材を分離不能に保持

しているのと同様に，乙１３発明において固定心棒とロック心棒とを分離

不能に保持する構成とすることは，容易に想到することができたものであ

る。 

【原告の主張】 

以下のとおり，本件各特許発明は，乙１３発明に基づいて容易に発明するこ

とができたものではない。 

（１）課題が自明ではないこと等 

分離を目的としていない別個独立の部品で構成された器具等における取扱

性の向上，分解防止，紛失防止等の課題は，自明のものではない。 

仮に上記課題が自明であったとしても，一般的抽象的なものにすぎず，そ

の解決手段は無限に存在しており，上記課題から補助プレートを主プレート

から分離不能に保持する構成に想到するはずであるとはいえない。 

（２）阻害要因があること 

乙１３発明は，「固定心棒」と「ロック心棒」をスライド可能に係合するも

のであるところ，これらを分離不能に保持する際には，そのスライド作用を

阻害することのないように創意工夫をこらす必要がある。 

したがって，乙１３発明に基づいて，上記【被告の主張】(３)の構成（「分

離不能に保持」）を採用するには，阻害要因がある。 
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 そもそも乙１３発明は，「スライド可能に係合」する手段として，複数の部

材をピンなどで係合する手段を採用せず，既に別の手段を採用している。そ

して，当該構成は，プレートのスライドを案内する構成である。したがって，

かかる係合手段を変更すること自体は，プレートのスライドを案内するとい

う作用効果を失わせる結果になる点において，阻害事由がある。 

（３）乙１３発明に乙１４発明を適用することはできないこと 

乙１４発明は，スリットへの挿入方向を軸として，ハウジングに対しスピ

ンドルを９０度の角度範囲で正逆方向に回すことにより，ピンと交差部材の

一致と不一致を切り替えて，抜け止め又は抜止め解除するものである。 

したがって，ハウジングとスピンドルが相対的にスライドすることはない。 

これに対し，乙１３発明は，「固定心棒」と「ロック心棒」を相対的にスラ

イドする構成のものであり，乙１４発明のようにスリットへの挿入方向を軸

として，一方が他方に対し９０度の角度範囲で正逆方向に回すことができる

構成ではない。 

そうすると，乙１４発明の「ハウジング」と「スピンドル」は，乙１３発

明の「固定心棒」と「ロック心棒」に相当するものではなく，両者は基本構

造が相違しており，互いに転用し得る関係にはない。 

したがって，乙１４発明の「ハウジング」と「スピンドル」に関連する構

成を，乙１３発明の「固定心棒」と「ロック心棒」に関連する構成に適用す

ることはできない。 

12 争点４－３（本件特許には明確性要件違反があるか）について 

  【被告の主張】 

   本件各特許発明の構成要件のうち「スライド可能に係合」及び「分離不能に

保持」の構成は，いずれも機能的な表現であり，本件明細書等には当該構成に

係る具体的な解決手段・構成として実施例しか記載されておらず，外延が不明
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確である。 

   したがって，本件特許は，特許請求の範囲の記載について，特許を受けよう

とする発明が明確なものではないから，明確性要件（特許法３６条６項２号）

に違反するものである。 

  【原告の主張】 

   前記のとおり，本件各特許発明の構成要件のうち「スライド可能に係合」の

構成は「ずらすことができるように係合されていること」を意味するものであ

り，その意義は明確である。「分離不能に保持」の構成についても，分離できな

いように保持されることを意味しているのは明確である。 

   したがって，本件特許は，明確性要件に違反するものではない。 

13 争点４－４（本件特許にはサポート要件違反又は実施可能要件違反があるか）

について 

【被告の主張】 

 前記１【被告の主張】(１)のとおり，本件各特許発明の構成要件のうち「ス

ライド可能に係合」及び「分離不能に保持」の構成は，いずれも機能的な表現

であり，本件明細書等には当該構成に係る具体的な解決手段・構成として実施

例しか記載されていない。 

 補助プレートが主プレートに対し回転移動することを可能にする構成につい

ては何ら記載がなく，回転運動することを示唆する記載もない。 

 したがって，本件各特許発明の技術的範囲に補助プレートが主プレートに対

し回転する構成も含まれるのであれば，特許請求の範囲の記載について，特許

を受けようとする発明が発明の詳細な説明に記載されたものではないから，サ

ポート要件（特許法３６条６項１号）に違反する。 

 また，当業者が，その実施をすることができる程度に明確かつ十分に記載さ

れたものでもないから，実施可能要件（特許法３６条４項１号）にも違反する。 
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【原告の主張】 

 前記１【原告の主張】(１)のとおり，本件各特許発明の構成要件のうち「ス

ライド可能に係合」及び「分離不能に保持」の構成は，いずれも当業者が適宜

採用し得るあらゆる構成を含むことが明らかである。 

 また，複数の部材を「スライド可能に係合」又は「分離不能に保持」する手

段として，複数の部材をピン等で係合する構成は技術分野を問わない慣用手段

の一つであり，自明な構成である。 

そうすると，特許請求の範囲の記載は，発明の詳細な説明の記載の範囲を超

えるものではないから，サポート要件に違反するものではない。 

当業者は，本件明細書の記載に基づき，上記構成を適宜実施することができ

るから，実施可能要件にも違反するものではない。 

14 争点５（訂正の再抗弁）について 

【原告の主張】 

以下のとおり，本件訂正により，前記１０及び１１の無効理由は解消される

から，本件特許権の行使は，何ら制約されるものではない。 

（１）本件訂正が，特許請求の範囲を拡張等するものではないこと 

本件訂正は，特許請求の範囲を減縮又は誤記を訂正するものであって，特

許請求の範囲を拡張し，又は変更するものではない（平成２３年法律第６３

号による改正前の特許法１３４条の２第５項，同法１２６条４項）。 

また，本件各訂正発明は，いずれも本件明細書に記載されている構成のも

のである。 

（２）本件訂正により無効理由が解消すること 

    本件各訂正発明は，一対の回止め片が差込片を挟んで重なり，安定した装

着ができるものである。 

これに対し，乙８発明のピンは，差込片を挟む構成のものではなく，一対
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のものでもないし，乙１３発明のロックピンも，首部を挟む構成のものでは

なく，一対のものでもない。 

また，本件各訂正発明では，スライド板の形状がコ字状であることにより，

主プレートがコ字状断面に案内され，安定したスライドができるものである。 

これに対し，乙８発明及び乙１３発明には，これらの構成もない。 

したがって，本件各訂正発明には，新規性・進歩性がある。 

（３）被告各製品は，本件各訂正発明の技術的範囲に属するものである。 

ア  本件訂正による請求の範囲の限定 

 本件訂正により，本件各特許発明にかかる請求の範囲は次のとおり限定

された。 

① 訂正前の本件各特許発明では「スライド板(42)を差込片(24)の突出方

向にスライドさせたときに」，回止め片(44)は差込片(24)と重なるものと

されていた。訂正後各発明では，回止め片(44)(44)はスライド版(42)の先

端に一対に突設されたものとされ，該一対の回止め片(44)(44)は，差込

片(24)を挟んで重なるものと限定された(構成要件Ｄ’，Ｊ’)。 

② 訂正前の本件特許発明２及び同５のスライド板(42)の形状が「コ字状」

に限定されていなかったのに対し，本件訂正発明２及び同５では，スラ

イド板(42)の形状が「コ字状」に限定された(構成要件Ｊ’，Ｍ’)。 

③ 訂正前の本件特許発明５では，スライド板(42)の形状について，「主プ

レート(20)がスライド可能に嵌る凹部空間(59)を形成し」たものと限定

されていなかったのに対し，本件訂正発明５ではこの限定がされた(構

成要件Ｍ’)。 

イ  ①について 

 ①の限定は，「スライド板(42)を差込片(24)の突出方向にスライドさせた

ときに，差込片(24)を挟んで重なり，逆向きにスライドさせたときに，差
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込片(24)との重なりが外れるようにスライド板(42)の先端に突設された一

対の回止め片(44)(44)とを具え」るというものであるところ，被告各製品

は「該回動板（42’）を差込片（24’）の突出方向にスライドさせたときに，

差込片（24’）を挟んで重なり，逆向きにスライドさせたときに，差込片（24’）

との重なりが外れるように回動板（42’）の先端に突設された一対の突起部

（44’）（44’）とを具え」（構成ｄ’，ｊ’）ている。 

ウ  ②について 

 ②の限定は，スライド板(42)の形状を「コ字状」に限定するものである

ところ，被告各製品の構成のうち，スライド板(42)に相当する回動板（42’）

の形状は「コ字状」（構成ｊ’，ｍ’）である。 

エ  ③について 

 ③の限定は，スライド板(42)の形状が「主プレート(20)がスライド可能

に嵌る凹部空間(59)を形成し」たものと限定するものであるところ，被告

各製品のスライド板（42’）は，「主プレート（20’）がスライド可能に嵌る

凹部空間（59’）を形成し」（構成ｍ’）ている。 

オ  小括 

 以上のとおりであるから，被告各製品は，本件各訂正発明の構成要件Ｄ’，

Ｊ’，Ｍ’を充足し，その余の構成要件の充足は，前記１ないし９のとお

りであり，被告各製品は，本件各訂正発明の技術的範囲に属する。 

  【被告の主張】 

   以下のとおり，本件訂正によっても前記１０及び１１の無効理由は解消され

ない。 

（１）回止め片を一対のものとすることについて 

    器具等の構造物の設計において，構造体の単純化・簡素化，部品及び構造

体の個数・寸法変更，周知形状への変形・加工等は，必要に応じて適宜用い
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られる周知慣用技術である。 

    乙８公報及び乙１３公報には，ピンの個数を限定する記載はないし，本件

特許の優先日前において，２本のピンを採用したセキュリティロックの構成

は，公知であった。 

したがって，乙８発明又は乙１３発明に接した当業者がピンを一対のもの

とすることは，容易である。 

（２）スライド板の形状をコ字状とすることについて 

 スライド板の形状をどのようにするかは，当業者が必要に応じて適宜変更

することが容易な設計事項にすぎない。 

（３）本件各訂正発明の技術的範囲の属否 

 前記１ないし９における【被告の主張】と同様の理由により，被告各製品

は，本件各訂正発明の技術的範囲に属するとはいえない。 

15 争点６（本件各訂正発明は，当業者が，乙１５発明に基づいて容易に発明す

ることができたものであるか）について 

【被告の主張】 

   以下のとおり，本件各訂正発明は，当業者が，乙１５発明に基づいて容易に

発明することができたものである。 

（１）乙１５発明 

 乙１５公報には，以下の発明（乙１５発明）が記載されている。 

ア 乙１５－１発明 

Ａ パソコン等の器具の外殻に開設されたセキュリティスロット内に挿

入される盗難防止用連結具であって， 

Ｂ 挿入プレートとサドルとを，セキュリティスロットへの挿入方向に

沿って相対的にスライド可能に係合し， 

Ｃ 挿入プレートは，タブと，タブの先端に突設した中子と，中子の先端
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に側方に向けて突設されたロック部材とを具え， 

Ｄ サドルは，挿入プレートに対して，挿入プレートの中子の突出方向に

沿ってスライド可能に係合したサドル本体と，サドル本体を中子の突出

方向にスライドさせたときに，中子を挟んで重なり，逆向きにスライド

させたときに，中子との重なりが外れるように中子の先端に突設された

一対のピンとを具え， 

Ｅ 挿入プレートとサドルには，サドルを前進スライドさせ，中子とピン

とを重ねた状態で，互いに対応一致する位置に取付け機構が形成されて

いる 

Ｆ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

   イ 乙１５－２発明 

Ｇ パソコン等の器具の外殻に開設されたセキュリティスロット内に挿

入され，固定構造物への連結用ケーブルとパソコン等の器具とを繋ぐ盗

難防止用ケーブルの連結具であって， 

Ｈ 挿入プレートとサドルとを，セキュリティスロットへの挿入方向に

沿って相対的にスライド可能に係合し， 

Ｉ 挿入プレートは，タブと，タブの先端に突設した中子と，中子の先端

に側方に向けて突設されたロック部材とを具え， 

Ｊ サドルは，挿入プレートに対して，挿入プレートの中子の突出方向に

沿ってスライド可能に係合したコ字状のサドル本体と，サドル本体を中

子の突出方向にスライドさせたときに，中子を挟んで重なり，逆向きに

スライドさせたときに，中子との重なりが外れるように中子の先端に突

設された一対のピンとを具え， 

Ｋ 挿入プレートとサドルには，サドルを前進スライドさせ，中子とピン

とを重ねた状態で，互いに対応一致する位置に取付け機構が形成されて
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おり，取付け機構にケーブルを取り付け，又は南京錠を用いてケーブル

を連結する 

Ｌ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

   ウ 乙１５－５発明 

Ｍ１ サドル本体は，コ字状であって，挿入プレートがスライド可能に嵌

まる凹部空間を形成し， 

Ｍ２ 取付機構は，中子とピンとを重ねた状態のときに一致して貫通する

ようにタブとサドル本体に開設された孔であり， 

Ｎ 孔にケーブルを通すことによって，挿入プレートとサドルとの相対的

なスライドを妨げて固定される 

Ｏ パソコン等の器具の盗難防止用連結具。 

（２）周知慣用技術 

    前記１１【被告の主張】(２)と同様である。 

（３）乙１５発明と本件各特許発明との対比 

本件訂正発明１の構成要件Ｂ及び本件訂正発明２の構成要件Ｈでは，「両プ

レートは分離不能に保持」されているのに対し，乙１５－１発明の構成Ｂ及

び乙１５－２発明の構成Ｈでは，固定心棒とロック心棒が「分離不能に保持」

されていない点において相違する。 

本件訂正発明５は，本件特許発明１及び２の従属項であるから，本件特許

発明５と乙１５－５発明との相違点も上記の点である。 

乙１５発明と本件各特許発明は，他の構成の点において共通である。 

（４）容易想到性 

ア 上記(３)の相違点に係る乙１５発明の構成に周知慣用技術を適用するこ

とは，容易であること 

前記１１【被告の主張】(２)及び(４)と同様に，乙１５発明において，
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挿入プレートとサドルとを分離不能に保持することは，自明な課題を解決

するために，周知慣用技術を適用することによって当業者が容易に想到す

ることができたものである。 

イ 上記(３)の相違点に係る乙１５発明の構成に乙１４発明の構成を適用す

ることは，容易であること 

  前記１１【被告の主張】(２)及び(４)と同様に，分離を目的としていな

い別個独立の部品で構成された器具等において，取扱性の向上，分解防止，

紛失防止等は，自明の課題である。 

  乙１５発明と乙１４発明は，用途，使用態様及びロック機構の主要原理

が共通した同種の連結具である。 

  したがって，当業者が，乙１４発明において主要部材を分離不能に保持

しているのと同様に，乙１５発明において挿入プレートとサドルとを分離

不能に保持する構成とすることは，容易である。 

  【原告の主張】 

以下のとおり，本件各訂正発明は，当業者が，乙１５発明に基づいて容易に

発明することができたものではない。 

（１）課題が自明ではないこと 

 前記１１【原告の主張】(１)と同じ。 

（２）阻害要因があること 

 そもそも，乙１５発明は，「挿入プレート」と「サドル」をスライド可能に

係合したものではない。 

 これらを分離不能に保持する構成をとった場合には，スリットへの装着が

不可能になるから，阻害要因がある。 

（３）乙１５発明に乙１４発明を適用することはできないこと 

 前記１１【原告の主張】(３)のとおり，乙１４発明において，スピンドル
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は，シャフトの軸方向に対して直交する面内で回転し，回転範囲をピンで規

制する構成のものである。 

 したがって，乙１５発明とは，スライド平面が異なり，スライドの規制範

囲も異なるから，乙１４発明の構成を乙１５発明に適用することはできない。 

16 争点７（損害額）について 

  【原告の主張】 

被告各製品の総売上高からすれば，原告は，被告の行為により，少なくとも

２２７８万円の損害を被った。 

  【被告の主張】 

   否認ないし争う。 

第４  当裁判所の判断 

   被告各製品は，少なくとも，本件特許発明１の構成要件Ｂ，Ｄ及びＥ並びに

本件特許発明２の構成要件Ｈ，Ｊ及びＫを充足しないから，本件各特許発明の

技術的範囲に属するものとはいえない。 

   以下，詳述する。 

１ 争点１－１（構成要件Ｂの充足性） 

（１） 本件特許発明１の技術的範囲の解釈 

ア  本件特許発明１の構成要件Ｂの意義 

 前提事実(３)のとおり，本件特許発明１の構成要件Ｂは，「主プレートと

補助プレートとを，スリットへの挿入方向に沿って相対的にスライド可能

に係合し且つ両プレートは分離不能に保持され，」というものである。 

 「挿入」とは，一般に，「さし入れること，さしこむこと」を意味し，「沿

う」とは，一般に，「線状的なもの，または線状的に移動するものに，近い

距離を保って離れずにいること」を意味する。 

 そうすると，上記各構成要件のうち「スリットへの挿入方向に沿って相
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対的にスライド可能」とは，「スリットへさし入れる方向に，互いにスライ

ドすることが可能」であることをいうものと解される。 

 また，「挿入方向」，すなわち「さし入れる方向」ないし「方向」という

単語の意義からすれば，移動（スライド）の態様は，パソコン等の本体ケー

シングに開設されたスリットに挿入される差込片（主プレートを構成する

ベース板の先端に突設されたもの：構成要件Ｃ）の形状に沿った方向（差

込片の形状が直線であれば，その直線に沿った方向となり，差込片の形状

が曲線であれば，その曲線に沿った方向となる。）を指すと解される。 

イ  被告各製品の構成 

 被告各製品の構成は，前提事実(６)のとおりである。 

ウ  被告各製品との対比 

 補助部材は，コの字状に折り曲げられているものの，薄い平たい板から

できており，本件特許発明１の補助プレートに相当すると解される。 

 一方，前記イによると，次のことが認められる。 

（ア） 被告各製品は，ピンによって主プレート(20’)と補助部材(40’)とが１つ

のピンによって一端を枢結し，分離不能に保持されている。 

（イ） また，主プレートと補助部材は，上記ピンを中心に，回動自在に結合

し，主プレートと補助部材（いずれも板状のもの）の接する面に沿って，

相対的にスライドする。 

（ウ） そして，そのスライドの方向は，主プレート(20’)を構成するベース板

（22’）に突設された差込片(24’)と補助部材(40’)に突設された突起部(44’)

が重なった状態から，上記ピンを中心として，円を描くように回動し，

上記の重なりが外れる状態の間を相対的にスライドする。 

（エ） 以上によると，主プレートと補助部材は，相対的にスライドするもの

の，ピンを中心に回動する方向でスライドするのであって，差込片の形
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状に沿った方向にスライドするとはいえない。 

（２） 原告の主張について 

 原告は，本件各特許発明の構成要件のうち，主プレートと補助プレートを

スライドさせる構成について，公知技術等，当業者が適宜採用しうるあらゆ

る構成が含まれるとした上，被告各製品の構成（主プレートと補助部材とを，

ピンによって一端を枢結し，回動自在に結合する構成）もこれに含まれる旨

主張する。 

 確かに，主プレートの差込片と補助部材の突起部が重なり合う状態で，差

込片，突起部及びその周辺のプレートだけを見ると，主プレートと補助部材

は，差込片が差し込まれる方向（差込片の形状に沿った方向）に相対的にス

ライドしているということも可能である。 

 そこで，本件明細書の【発明の詳細な説明】の記載に加え，本件特許発明

１に係る特許請求の範囲の記載が，機能的構成をもって記載されていること

を踏まえながら，検討する。 

（３） 本件明細書の【発明の詳細な説明】の記載の検討 

ア 本件明細書の【発明の詳細な説明】には，以下の記載がある（甲２）。 

「【発明の属する技術分野】 

本発明は，ノート型パソコン等の器具を盗難から護るためのケーブルを連

結する連結具に関するものである。 

【０００２】 

【従来の技術】 

ノート型パソコンの店頭や陳列台などからの盗難を防止するために，ノー

ト型パソコン(80)の本体ケーシング(84)には，矩形のスリット(82)が開設さ

れている。このスリット(82)に，ケーブル(72)が連結可能な連結具(10)を挿

入し，ケーブル(72)を柱などの固定構造物に掛けておくことにより，パソ
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コン(80)の持ち出しを防止できる（図１参照）。 

その種連結具(90)として，特開平１１－１４８２６２号公報には，図９に

示すように，先端に掛止部(91)が形成された掛金具(92)と，該掛金具(92)

に対し着脱可能に嵌まり合う扁平な卵形のカバー(93)からなる連結具(90)

を開示している。上記連結具(90)は，パソコン側のスリット(82)に掛金具

側の掛止部(91)を挿入して掛金具(92)を９０度捻った後，掛止部(91)の回止

めとして，掛金具 (92)を覆うようにカバー (93)に突設している規制片

(94)(94)をスリット(82)に挿入するものである。 

カバー(93)と掛金具(92)を貫通して開設されたコード連通孔(95)(95)にワ

イヤを掛け回すことによってカバー(93)と掛金具(92)とは一体化され，掛

止部(91)をスリット(82)から抜くことはできないため，このワイヤの端部

を固定構造物に繋ぐことによって，パソコン(80)の持ち出しは防止される。 

【０００３】 

【発明が解決しようとする課題】 

しかしながら，掛金具(92)の掛止部(91)をスリット(82)に挿入した後，掛金

具(92)から手を離すと，掛金具(92)がスリット(82)に吊り下がったり，ス

リット(82)から脱落することがあり，カバー(93)を装着できない。このた

め，掛金具(92)を片手で押さえたままで，他方の手でカバー(93)を挿入す

る必要があった。しかしながら，掛金具(92)，カバー(93)は共に小型であ

り，また，スリット(82)は，図１に示すように，ノート型パソコン(80)の

下面に近い側部に形成されているから，両手で連結具(90)を取り付ける操

作は困難であり，作業性が悪い問題があった。」 

「【０００５】 

本発明の目的は，片手で簡単に取付けできるノート型パソコン等の器具の

盗難防止用のケーブル連結具を提供することである。」 
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「【０００７】 

【作用及び効果】 

本発明の主プレート(20)と補助プレート(40)は，スライド可能に係合して

構成されているから，片手で連結具(10)を掴んで，主プレート(20)の抜止

め片(26)をスリット(82)に挿入して９０度回転させ，そのまま，補助プレー

ト(40)の回止め片(44)を差込片(24)と重なるようにスリット(82)に押し込

むだけで，連結具(10)をスリット(82)に取付けでき，作業性が良好である。 

連結具(10)をスリット(82)に取り付けた後，係止部(28)(48)に錠(70)などを

通し，主プレート(20)と補助プレート(40)が相対的にスライドしないよう

に固定すると共に，ケーブル(72)等を連結すればよい。」 

「【０００９】 

【発明の実施の形態】 

図１は，本発明の連結具(10)を用いて，ノート型パソコン(80)と固定構造

物(88)とをケーブル(72)によって連結した状態を示す説明図，図２は，本

発明の連結具(10)の分解斜視図，図３及び図４は，連結具(10)の平面図，

図５は，図４の断面図，図６乃至図８は，連結具(10)をパソコン(80)のス

リット(82)に装着する手順を示している。 

ノート型パソコン(80)の本体ケーシング(84)に開設されているスリット

(82)は，長辺が約７mm，短辺が約３mm，ケーシング(84)の厚さは約３mm

であり，後述する連結具(10)の先端の抜止め片(26)，差込片(24)及び回止め

片(44)は，夫々スリット(82)の形状に合わせた大きさに形成される。(略)  

【００１０】 

図２乃至図５に示すように，本発明の連結具(10)は，主プレート(20)と補

助プレート(40)とをスライド可能に係合して構成される。 

主プレート(20)は，金属材料や樹脂材料から形成され，図３(ａ)に示すよう



 

 

 

42 

に，ベース板(22)と，該ベース板(22)の先端に突設された差込片(24)と，差

込片(24)の先端に両側方へ向けて突出した抜止め片(26)とを具える。 

ベース板(22)は，矩形の板体であって，後述する補助プレート(40)とスラ

イド可能に係合するための一対の長孔(38)(38)がスリット(82)への挿入方

向と平行な向きに開設されている。長孔(38)(38)は，本体ケーシング(84)

の厚さとほぼ同じ長さを有しており，後述するとおり，補助プレート(40)

のピン孔(58)(58)に嵌められたスプリングピン(60)(60)がスライド可能に

嵌まっている。 

また，ベース板(22)には，補助プレート(40)を主プレート(20)に対して固定

するための係止用孔(36)が開設されている。」 

「【００１４】 

補助プレート(40)は，図２，図３(ｂ)及び図５(ａ)(ｂ)に示すように，コ字

状に折り曲げられ，間に主プレート(20)が嵌まる凹部空間を形成している

スライド板(42)と，スライド板(42)の上下先端から夫々突設された回止め

片(44)とから構成される。 

スライド板(42)の凹部空間(59)には，前記主プレート(20)のベース板(22)が

スライド可能に嵌められており，凹部空間(59)の深さは，主プレート(20)

を凹部空間(59)中に最も後退させたときに，ベース板(22)の先端がスライ

ド板(42)の先端と揃う深さよりも少し深く形成されている。 

スライド板(42)には，主プレート(20)の長孔(38)(38)との対応位置に夫々ピ

ン孔(58)(58)(58)(58)が開設されており，対向するピン孔(58)(58)には，長

孔(38)(38)を貫通してスプリングピン(60)が嵌められている。ピン孔(58)は，

スライド板(42)の先端と主プレート(20)のベース板(22)が揃っているとき，

つまり，主プレート(20)が後退した状態で，長孔(38)(38)の先端と向かい

合う位置に開設される。」 
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【図２】本発明の連結具の分解斜視図である。 

 

【図４】(a)及び(b)は，主プレートに対して補助プレートをスライドさせ

た状態を示す平面図である。 

 

    【図９】従来の連結具の装着工程を示す斜視図である。 
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イ 小括 

 前記アのとおり，本件明細書には，主プレートと補助プレートのスライ

ドに関する構成について，従来技術及び実施例のいずれにおいても，差込

片をスリットへ挿入する方向（ないし差込片の突出方向）に向かって，直

線的に互いに前後移動（スライド）する構成のものしか開示されていない。 

 このことからも，前記(１)のとおり，解釈すべきであると考える。 

（４） 機能的クレームの解釈 

 仮に，上記原告の主張を前提としても，本件各特許発明の「スライド可能

に係合」ないし「分離不能に保持」という記載は，機能的，抽象的なもので

あるから，当該機能ないし作用効果を果たしうる構成であれば，全てその技

術的範囲に含まれるとすると，明細書に開示されていない技術思想（課題解

決原理）に属する構成までもが，本件各特許発明の技術的範囲に含まれるこ

とになりかねない。 

 したがって，上記のような，いわゆる機能的クレームについては，【特許請

求の範囲】や【発明の詳細な説明】の記載に開示された具体的な構成に示さ

れている技術思想（課題解決原理）に基づいて，技術的範囲を確定すべきも

のと解される。また，明細書に開示された内容から，当業者が容易に実施し

うる構成であれば，その技術的範囲に属するものといえるが，実施すること

ができないものであれば，技術思想（課題解決原理）を異にするものして，

その技術的範囲には属さないものというべきである。 

 そこで検討すると，以下のとおり，被告各製品の構成については，当業者

が，技術常識等を参酌することにより，本件明細書の記載に基づき，容易に

実施することができるものであったとは認めることができない。 

ア 公知技術ではないこと 

 原告は，２つの部材をピンによって枢結し，回動させる構成が公知技術
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である旨主張する。 

 しかしながら，原告が公知技術として提出するのは，クレセントおよび

そのクレセントを備えた戸（甲２２），サイドガラスロック装置（甲２３），

スライド式ウィンドの開閉装置（甲２４），自動車のスライド窓ロック装置

（甲２５），荷物掛けを有する扉の掛け金具（甲２６），ライター（甲２８），

鼻輪（甲２９），折畳み式携帯電話機（甲３０の１），無線機（甲３０の２），

脱落防止付きバッジ（甲３１）であり，本件各特許発明とは，明らかに技

術分野を異にするものである。 

イ 当業者が容易に実施することができるものではないこと等 

 原告は，当業者が，複数の部材を「スライド可能に係合」する手段とし

て，複数の部材を１点でピンないしヒンジ等で係合する構成を採用するこ

とに格別の困難はない旨主張する。 

 しかしながら，被告各製品の構成では，補助部材が円弧方向にスライド

する場合，突起部も円弧方向に移動するから，突起部は，スリットの周り

の壁にぶつかるか，スリット内に挿入できたとしても，すぐにスリットの

内壁にぶつかり，スリットに挿入することができない。 

 そこで，被告各製品では，ピンと突起部との距離を離した上，突起部の

外側縁部を円弧状とすることで，突起部をスリット内に挿入するようにし

ている。 

 以下，ピンと突起部の距離が短い場合と長い場合及び突起部の外側縁部

が円弧状でない場合の図を示す（赤点線は，突起部のスライドする軌跡で

ある。）。 
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 上記のとおり，被告各製品の構成（主プレートと補助部材とを，ピンに

よって一端を枢結し，回動自在に結合する構成）では，突起部とピンとの

距離を離したり，突起部の形状を工夫したりしなければ，主プレートと補

助部材とをスライド可能にすることはできないものである。 

 被告各製品の構成を採用した場合に生じる上記課題は，本件各特許発明

には存在しないものであるところ，上記課題が自明ないし公知のものであ

るとはいえないし，その解決手段として，上記被告各製品の構成を当業者

が容易に採用しうるものであるとする主張立証はない。 

 これらのことからすれば，被告各製品の構成は，当業者が，技術常識な

いし公知技術等を参酌することにより，本件明細書に基づいて容易に実施

突起部とピンとの距離が長い場合 突起部とピンとの距離が短い場合 

突起部の外側縁部が円弧状でない場合 
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することができるものであるとは認めることができない。 

 また，前記(３)で検討したところからすると，本件各特許発明が開示す

る技術思想（課題解決原理）は，一方のプレートにスライド方向に延びた

長孔を開設し，他方のプレートにピンを固定し，当該ピンが当該長孔にス

ライド可能に嵌められることにより「スライド可能に係合」し，かつ「分

離不能に保持」するものである。 

そうすると，上記被告各製品の構成は，「スライド可能に係合」及び「分

離不能に保持」という機能を実現するため，本件明細書等で開示された技

術思想とは原理的に異なる構成を採用したものというべきである。 

 結局のところ，被告各製品の構成と本件各特許発明とは，「スライド可

能に係合」及び「分離不能に保持」という構成の点において，異なる技術

思想（課題解決原理）によるものであると解される。  

２ 争点１－３（構成要件Ｄの充足性）について 

 前提事実(３)のとおり，本件特許発明１の構成要件Ｄは，「補助プレートは，

主プレートに対して，前記主プレートの差込片の突出方向（判決注：構成要件

Ｄでは「突出設方向」）に沿ってスライド可能に係合したスライド板と，該スラ

イド板を差込片の突出方向にスライドさせたときに，差込片と重なり，逆向き

にスライドさせたときに，差込片との重なりが外れるように突設された回止め

片とを具え，」というものである。 

 これによれば，① スライド板は，差込片の突出方向にスライドすること及び

② 逆向きにスライドすることも可能なものであることが認められる。また，「方

向に沿ってスライド可能」というのは，上記①及び②の相反する方向への移動

（スライド）が可能であることを表現したものと解される。 

 前記１と同様に，「突出方向にスライド」というのも，「突出方向」ないし「方

向」という単語の意義からすれば，移動（スライド）の態様は，差込片の形状
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に沿った方向にスライドすることを指すと解される。 

 前記１で述べたとおり，被告各製品の主プレートと補助部材のスライド方向

は，差込片の形状に沿ったものとは言い難い。 

 したがって，被告各製品は，構成要件Ｄを充足するとは認められない。 

３ 争点１－４（構成要件Ｅの充足性）について 

 前提事実(３)のとおり，本件特許発明１の構成要件Ｅは，「主プレートと補助

プレートには，補助プレートを前進スライドさせ，差込片と回止め片とを重ね

た状態で，互いに対応一致する位置に係止部が形成されていることを特徴とす

る」というものである。 

 「前進」とは，一般に「前に進むこと」をいい，その対義語は，「後退」であ

る。このことに加え，前記１で検討したところも併せると，本件特許発明１の

「主プレートと補助プレート」は，差込片をスリットへさし入れる方向ないし

差込片の突出方向に向かって，前後に移動するものであり，直線的な移動を前

提としたものであると解される。 

 前記１で述べたところによると，被告各製品の主プレートと補助部材のスラ

イド方向は，直線的な前後への移動を予定したものとはいえない。 

 したがって，被告各製品は，構成要件Ｅを充足するとは認められない。 

４ 争点１に関するまとめ 

 以上によれば，本件特許発明１（構成要件Ｂ，Ｄ及びＥ）において，主プレー

トと補助プレートは，差込片の形状に沿った方向に向かって，互いに移動（ス

ライド）する構成のものである。 

 これに対し，前記１のとおり，被告各製品は，主プレートと補助部材とを，

ピンによって一端を枢結し，回動自在に結合する構成のものであるが，差込片

の形状は長方形（プレートの幅を考慮すると直方体）であるから，上記各構成

要件を充足しない。そもそも，本件各特許発明の上記各構成要件等において開
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示された構成と被告各製品の構成は，技術思想（課題解決原理）を異にするも

のである。 

 したがって，被告各製品は，本件特許発明１の技術的範囲に属するものとは

いえない。 

５ 争点２（被告各製品が本件特許発明２の技術的範囲に属するか）について 

 前記１ないし４と同様の理由により，被告各製品が本件特許発明２の技術的

範囲に属するとは認めることができない。 

６ 争点３（被告各製品が本件特許発明５の技術的範囲に属するか）について 

 前記４及び５のとおり，被告各製品は，本件特許発明１及び２の技術的範囲

に属するとはいえないところ，本件特許発明５は，本件特許発明１及び２の従

属項であるから，これについても，その技術的範囲に属するとはいえない。 

７ 結論 

 以上によれば，その余の点について判断するまでもなく，本件各請求にはい

ずれも理由がない。 

よって，主文のとおり判決する。 

        大阪地方裁判所第２６民事部 

 

        裁 判 長 裁 判 官    山  田  陽  三 

 

 

            裁 判 官    松  川  充  康 

 

 

            裁 判 官      西  田  昌  吾 
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（別紙） 

製 品 目 録 

 被告が販売する以下の製品名及び型番の各盗難防止用連結具 

１ 製品名：eセキュリティ 

（型番：SLE-13P） 

２ 製品名：南京錠タイプパソコンセキュリティワイヤーロック 

（型番：SL-57） 

３ 製品名：ダイヤル錠タイプパソコンセキュリティワイヤーロック 

（型番：SL-58） 



 

 

 

51 

（別紙） 

被告各製品説明書 

 被告各製品は，いずれも後記１の各図面記載の構成を有する。 

 なお，図６は被告製品２の使用方法，図７は被告製品３の使用方法を示す。 

 

１ 図面の説明 

図１ 連結具の分解斜視図 

図２ 補助部材を主プレートから離れる方向にずらした状態の平面図 

図３ スリットに差込片を挿入した状態の拡大断面図 

図４ 主プレートをパソコンの本体ケーシングのスリットに挿入して 90 度回

転させ，補助部材を主プレートと重なる方向にずらして一致させた状態の

正面図 

図５ 図４のＡ－Ａ線拡大断面図 

図６ 連結具に南京錠及びケーブルを繋いだ状態の正面図 

図７ 連結具にダイヤル錠及びケーブルを繋いだ状態の正面図 

 

２ 符号の説明 

 20’ 主プレート 

 22’ ベース板 

 24’ 差込片 

 26’ 抜止め片 

 28' 係止部 

 36’ 孔 

 40’ 補助部材 

 42’ スライド板 
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 44' 回止め片 

 48’ 係止部 

 56’ 孔 

 70’ 錠 

 72’ ケーブル 
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